
Ⅳ-（９）２０２５年度 事業報告 

2025年度事業報告書 

１．法人の概要 

(1)基本情報

①法人の名称 学校法人 SBC東京医療大学 

②主たる事務所の住所 千葉県浦安市明海五丁目８番１号

電話番号 047-382-2111

ＦＡＸ番号 047-382-2017

ホームページアドレス https://www.sbctmu.ac.jp/

(2) 大学理念

本学は、保健医療に関する専門分野における知識と学術を教授研究するととも

に、人間の本質を探究することにより、総合的な教養をみにつけた 

高度で資質の高い医療専門職の人材を育成し、もって我が国の保健医療の向上

と福祉の増進に寄与することを目的とする。 

(3) 教育理念

超高齢化社会を迎え、生命の尊厳が重んじられる社会の構築を目指すことは医

療人の大きな責務です。高齢化と同時に、人口減少が大きな社会問題になって

いる日本国において医療業界を取り巻く環境は今後より厳しくなることは明ら

かです。この先の未来にも質の高い安全な治療を提供し、人々の幸福に貢献し

ていくためには、疾病に対峙する環境を築き、真摯な研究や技術の研鑽に努め

なければなりません。 

こうした環境の中で、今こそ日本は英知の結集を持って世界最高の医療先進国

であらねばなりません。国内はもとよりアジアや欧米の諸外国から質が高く信

頼される治療を提供すれば、数多くの患者様の健康に寄与し、その先に国際社

会への貢献を実現することができます。 

そうした志に基づけば、真に活躍する医療人には、国際感覚やリーダーシッ

プ、豊かなコミュニケーション力や体力が不可欠です。さらに自ら考え問題を

解決する力を持ち、豊かな人間性と教養を兼ね備えた人であることが求められ

ます。日本から世界へ羽ばたけるそうした人材を真心を持ち育成することが、

我が校の使命だと考えております。 

以下の5か条をSBC東京医療大学の教育理念といたします。 

1.専門分野での卓越した知識と技術の向上

2.リーダーシップ力、精神力の向上

3.語学力、コミュニケーション力の向上

4.体力、創造性の向上

5.高い倫理観と豊かな感性の構築



(4)学校法人の沿革

2005年12月 学校法人了德寺大学設立 

了德寺大学設置 

2006年4月  了德寺大学開学。日本文化芸術学部日本文化芸術学科を設置 

健康科学部理学療法学科を設置 

2007年4月  日本文化芸術学部日本文化芸術学科を芸術学部美術学科に校名変更 

健康科学部に整復医療・トレーナー学科を設置 

2009年10月  了德寺大学スポーツパーク開設 

2011年4月   芸術学部美術学科の学生募集停止 

健康科学部に看護学科を設置 

2015年4月   健康科学部整復医療・トレーナー学科と看護学科の入学定員変更 

整復医療・トレーナー学科（80人→60人）看護学科（80人→100

人） 

2016年3月   了德寺大学スポーツパーク閉鎖 

2016年10月  船堀整形外科を設置 

2018年4月   上青木整形外科を設置 

2019年4月   新小岩整形外科を設置 

2019年5月   了德寺大学職員柔道専門部を設置 

2023年8月 高洲整形外科を設置 

2023年9月 葛西整形外科内科を設置 

2024年4月   SBC東京医療大学に校名変更 



 

 

(5)設置する学校・学部・学科等 

SBC東京医療大学  健康科学部 

理学療法学科 

整復医療･トレーナー学科 

看護学科 

 

(6)学校・学部・学科等の学生数の状況 

 (2026年5月1日現在) 

 

(7)収容定員充足率 

(2026年5月1日現在) 

学

部 
学科名 項目 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

健
康
科
学
部 

理学療法学科 

在籍学生数 372 358 343 328 

収容定員 320 320 320 320 

収容定員充足率 116.3% 111.9% 107.2% 102.5% 

整復医療・ト

レーナー学科 

在籍学生数 302 285 288 280 

収容定員 240 240 240 240 

収容定員充足率 125.8% 118.8% 120% 116.7% 

看護学科 

在籍学生数 410 395 404 421 

収容定員 400 400 400 400 

収容定員充足率 102.5% 98.8% 101% 105.3% 

学 部 合 計 

在籍学生数 1084 1038 1035 1029 

収容定員 960 960 960 960 

収容定員充足率 112.9% 108.1% 107.8% 107.2% 

  

学 科 名 入学定員 収容定員 入学者数 1年 2年 3年 4年 合計 

理学療法 80名 320名 70名 70名 90名 84名 84名 328名 

整復医療・ﾄﾚｰﾅｰ 60名 240名 70名 70名 69名 69名 72名 280名 

看護 100名 400名 96名 100名 113名 98名 110名 421名 

合 計 240名 960名 236名 240名 272名 251名 266名 1029名 



(8)役員の概要

定員数 理事5～8、監事2～3

役員名 氏名 就任年月日 勤務 主な現職 

理事長 相川 佳之 2023.1.11 非常勤 

SBCメディカルグループホー

ルディングス株式会社代表

取締役

理事 山之口美喜生 
2020.4.1 

常勤 
(学)SBC東京医療大学 教

授・学長 

理事 櫛谷 泰輔 
2023.1.1 

非常勤 
ネスグローバル株式会社代

表取締役

理事 島田 直樹 
2021.12.5 

 非常勤 
佐野総合法律事務所 弁護

士 

理事 瀬出井 亮 2021.6.1  非常勤 
株式会社シーオーメディカ

ル 代表取締役

理事 相川 慶子 2025.12.15 非常勤 
SBC メディカルグループ株式

会社代表取締役 

監事 大木 邦彦 2005.12.5  非常勤 ㈲ベルファーマシー 勤務 

監事 梅澤 博明 2016.6.1  非常勤 
梅澤司法書士事務所司法書

士 

(9)評議員の概要

定員数 評議員6～12 

役員 氏名 就任年月日 主な現職 

評議員 加納 正基 2022.5.24 SBC東京医療大学 事務局長 

評議員 兎澤 良輔 2015.8.18 SBC東京医療大学 准教授 

評議員 石丸 圭荘 2017.12.5 SBC東京医療大学 教授 

評議員 金丸 雄介 2019.12.5 SBC東京医療大学 教授 

評議員 八角 卓克 2025.12.15 株式会社 LIFE BUILDING 取締役 

評議員 
青木 仁志 2023.3.6 アチーブメント株式会社代表取締役

会長 兼 社長

評議員 
山田 眞幹 2023.3.6 マサスポーツシステム有限会社代表

取締役

(10)教職員の概要

区分 大学 平均年齢 

専任教員数 84 53 

専任職員数 36 43 

(11)その他（系列校等）

該当なし



２．事業の概要 

(1)主な教育・研究の概要

・卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）

SBC東京医療大学健康科学部は、次の能力・態度を身につけ、卒業に必要な所定の単位を修得

した学生に卒業を認定し、学位を授与する。 

1.個人として自立して豊かな感性を持ち、相手の立場に立った思いやりを備え、他の人たちと

相互に支え合うことができる。（主体性・多様性尊重・協働性） 

2.他者を尊重することができ、異なる文化、価値観の多様性を受け入れることができる。（主

体性・多様性尊重・協働性） 

3.健康を回復する手助けとして、健康レベルに応じて必要な知識・技術を用い、的確な医療の

実践ができ、医療専門職として社会で貢献できる。（知識・技能）、（思考力・判断力・表

現力等能力） 

4.医療職としての知識や技術の向上を目指し、研鑽を続けることができる。（主体性・多様性

尊重・協働性） 

5.質の高い医療の実践のため、他の専門職との連携に配慮し、チーム医療の一員として力を発

揮できる。（主体性・多様性尊重・協働性） 

6.地域の医療の諸課題とその背景を理解し、地域医療に貢献することができる。（思考力・判

断力・表現力等能力） 

・教育課程の編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー） 

SBC東京医療大学健康科学部は、ディプロマ・ポリシーに示した能力・態度を身につけるた

め、以下の方針で教育課程を編成し、実施する。 

1.豊かな感性を持った医療人としての人間性を磨くための教養教育科目を、三年次まで配置し

たカリキュラムとする。 

2.健康レベルに応じた的確な医療を実践することを可能とするため、基礎・臨床医学科目、専

門基礎科目を系統的に配し、専門職医療人としての基礎力を確実なものとするカリキュラム

とする。 

3.高度な専門職医療人となるための専門科目を、低学年の講義から高学年の実習に至るまで全

学年に効果的に配置する。 

4.カリキュラムを構成する各科目の授業には、シラバスに明示したそれぞれの目標を達成する

ために最も適した、講義、演習、実習などの授業形態を取り入れている。 

5.学修の評価方法はシラバスに明示し、定期試験、レポート、小テスト、実習評価等からそれ

ぞれの科目の修得目標に応じた適切な方法で評価する。 

・入学者受入れ方針（アドミッション・ポリシー） 

ディプロマ・ポリシーに示した人材を育てることを目標にしている。その目標を達成するため

に、学力の三要素を含めた次のような学生を求める。 

1.感性が豊かで多様性を尊重し、他者とコミュニケーションをとることができる人。 

2.医療人となるための学習に必要な知識、思考力などの基礎学力を有し、主体性を持って学ぼう

とする意欲のある人。 



3.医療の分野に興味を持ち、貢献したいという意欲を持っている人。 

4.向上心を持ち、継続的に自己を高める努力ができる人。 

 入学者選抜のために、総合型選抜、学校推薦型選抜、一般選抜等、多様な方式を採用してい

る。選抜のための評価には、書類審査（調査書、推薦書等）、学力試験、面接等を組み合わせて

総合的に評価している。 

○事業計画の進捗・達成状況

進捗・達成状況については「学校法人SBC東京医療大学 2025（令和７）年度事業報告

（事業計画に係る実績報告）」を参照されたい。 

３．財務の概要・決算の概要 

 収支ならびに決算については「2025年度 決算報告 監事監査報告書」を参照された

い。 

経営上の成果と課題、今後の方針・対応方策 

① 経営上の成果と課題

財務体質の根本的な改善に向けては、経常収支差額の継続的な改善が最重要課題

であると認識している。 

② 今後の方針と対応方策

財務基盤の早期健全化と流動比率をはじめとする財務指標の向上に向けて、収益事

業の改善に加え、以下の４施策を軸とした徹底的な経営改善を推進する。

・徹底的な経費削減と管理経費の見直し

業務のデジタル化の最適化を推進し、教育・研究の質を維持しつつ、物件費および

管理経費を中心とした徹底的な経費削減を段階的かつ確実に進める。

・定員数の充足維持と志願者の確保

18歳人口減少局面においても収容定員充足率100％の維持を徹底し、基盤となる学

生生徒等納付金を安定的に確保する。

・補助金の確実な獲得

私立大学等経常費補助金の増額・維持を目指し、配分要件を満たす体制整備を徹底

して補助金の確実な獲得につなげる。

・寄附金募集活動の多角化

外部資金収入のさらなる拡大に向け、従来の枠組みを超えた寄附金募集活動の多角

化に向けた具体的な活動対策を、現在経営会議において検討・策定している。

４．学校法人の業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の整備及び運

用状況の概要 

(1)関係する決議の概要

2025年3月の理事会において、「内部統制システム整備の基本方針」を定めた。

(2)体制整備及び運用状況の概要

2025年3月に制定した「内部統制システム整備の基本方針」に基づき、リスク管理

体制の整備を進める計画としていたが、全学的な体制整備やリスク評価手法の確立

には至らなかった。



基本方針に掲げる「ガバナンス・法令」、「財務・会計」、「人事・労務」、「教

育・学生」、「研究・倫理」、「情報・セキュリティ」、「施設・安全」の各区分

について、体系的な整理・完成には至っておらず、リスク管理は検討途上の段階に

ある。 

一方で、2025年度は、危機管理・リスク管理に関する意識啓発を目的として、法人

の全職員を対象にハラスメント研修、情報セキュリティ研修及び個人情報保護に関

する研修を実施し、基礎的な事項に対する理解の促進を図った。 



 

 

附属明細書 

 

該当なし 



2025(令和7)年度事業実績

1 11 理念・目的

教育理念・目的を学内外に周知する。 教育理念・目的を再確認するとともに、学内外への周知を図る。 　本学の目的及び学科の教育目的は学則に明記しており、教育理念とともに、学生便覧（全
学生・全教職員へ配布）やホームページ、大学案内、学生募集要項（受験生、高等学校へ広
く案内）等により、学内外へ周知している。今後とも、効果的に各種媒体等を活用し、周知を
図っていく。
　教育理念・目的の確認については、自己点検・評価活動の一環として、３つのポリシーとあ
わせ点検を行った。しかしながら、その過程は学内の一部には共有されておらず、内容も整
合性等の確認に止まった。全学的に周知徹底された活動とし、また、教育研究活動の成果
把握による検証を経たものとして、適宜適切な対応に努めていくことが強く求められる。

企画会議
（広報学生募集委員

会）
（総務課、入試課、

学務課）

1 12 ポリシー

3つのポリシーを再確認するとともに、学内外に周知する。 教育理念・目的と３つのポリシーとの整合性を再確認しつつ、３つのポリシーの一層
の周知を図る。

　本学の３つのポリシーは、教育理念・目的とともに、学生便覧やホームページ、大学案内、
学生募集要項等により、学内外への周知を行っている。今後とも、各種媒体等を効果的に活
用して周知を図っていく。
　３つのポリシーの確認については、自己点検・評価活動の中で、教育理念・目的とあわせた
点検として、教育理念・目的とディプロマ・ポリシーの整合性並びに３つのポリシーの一貫性
の確認を行い、2026年度からの一部改正を行った。今後は、全学的な活動として、学修成果
の把握・評価を中心とした検証システムを確立し、本学を取り巻く環境などを踏まえた適宜適
切な見直しに努めていく。

企画会議
（広報学生募集委員

会）
（総務課、入試課、

学務課）

（１）学生の受け入れ

2 11 オープンキャンパス

受験者数2倍以上を確保するために重要となるオープンキャン
パス等への参加者数の目標値を定め、参加者募集に努める。

受験者数前年度2倍を達成するために本学各種イベントへの参加者数がどれくらい
必要であるのかを2024年度の実績を基に検証し、2025年度の数値目標を立てながら
有効な広報活動を展開する。

　受験者数は前年度（2025年度）の2倍を目標とし、オープンキャンパス、受験対策講座、受
験個別相談、進路相談会等を通じた受験対象者との接触数（高校3年生等の受験対象者）
を約2,000名と設定し、募集活動に努めた。しかし、主要な接触の機会であるオープンキャン
パスへの動員数（高校3年生等の受験対象者）は857 名と、前年度より減少（前年度比
83.4%。▲171名）し、来校型の受験相談やWeb個別相談等で補うことに努めたものの、受験
対象者との接触数は約1,900名に止まった。
　2026年度入試では、同一試験区分での複数受験日設定の見直しなどにより、延べ受験者
数が637名と前年度より減少（前年度比84.7％。▲115名）しているが、実人数での受験者数
は前年度を上回り（前年度比105.3％。＋30名）、特にオープンキャンパス参加者の実受験率
69.2％は上昇（前年度比＋14.4％p）した。

広報学生募集委員
会

（入試課）

2 12 定員確保

3学科において、入学定員100％の入学者を維持することを目指
すと共に、入学辞退等の状況に備えて、入学定員115％未満の
範囲とする。
収容定員数についても学部定員充足率は 115％未満とする。

3学科ごとに各学科の学生数を常に把握し、適正な入学者数を確保しながら学内目
標である収容定員の充足率を115％未満に努める。

　2025年度入学定員充足率は116.7％と、やや定員超過の傾向にあったため、2026年度入
学者数の目標値は、同100％から105％程度で設定し合格者を選抜した。入学辞退者数は
2025年度入学者を参考にしたが、結果として想定人数を超え、4人の入学定員未充足とな
り、入学定員充足率98.3％、収容定員充足率107.2％となった。経営健全化のため、今後も
定員の110％前後を目途に学生の受入を図っていく。
　2027年度入学生については、学生募集に係る広報予算が見直され、定員確保の諸対策が
準備されている。留年者数や退学者数等の推移からも、各学科の収容定員充足率がこれま
で130%を超えることはなく、収容定員充足率に関しては適正な学生数が維持されており、今
後も同様な定員管理に努めていく。

入学試験本部
（入試課）

2 21 学修支援 （全学）
　学生の授業に対する意識改革を図るため、遅刻の取扱を検討し、遅刻１回を欠席0.25回と
する運用を、2026年度から開始することとした。

（学務課）

（理学療法学科）

早期退学の抑制と学習支援体制の充実を図る。 （理学療法学科）
欠席率においてシラバス上で、基本的に欠席は認めない、積極的参加を点数化す
る。GPAと欠席率は相関していることを学生に周知、また多欠者にSAから声掛けをす
るとともに、保護者会で保護者に伝える。
SAでの履修支援、学習支援を強化するとともに、学生成績の各教員での共有化を図
る。
国家試験対策の充実を図る。
精神的健康度調査実施による相談希望者を早期抽出・対応をする。

（欠席率の把握・活用）
・授業への参加状況の一指標として出席率を把握し、学生への指導と退学抑制を図った。
・出席数と学修成果（GPA）との関連性を学生だけでなく、保護者会でも説明、周知するなど
学修成果の把握・評価として活用した。
※20期生1年次欠席数と19期生2年次欠席数は、いずれもGPAと中等度の相関を確認。
※1年前期の総欠席数（全学生）は、19期生869日、20期生707日と減少（前年度81.4％）と指
導の効果を確認。
（学生の成績を学科教員で共有）
・GPAは学修成果を把握できるものとして、学科全体で学生の成績を共有し、組織全体で学
修支援に努めた。
・学生が自ら確認し、個人の能力や意欲に合わせた主体的かつ充実した履修による効果的
な学修を図り、その質の向上へと繋げた。
※1年次平均GPA：20期生2.65、19期生2.63と、年度比較で100.8％であった。
※GPAヒストグラム：1年次は正規化、2年次以降は2極化。
（国家試験対策の充実）
・4年次通年科目として国家試験用実技演習、集中講義として国家試験対策終了後に2回の
試験（知識領域）を行い評価した。また、4年次での模擬試験を実施し、その経過を観察し
た。
・模擬試験結果を学修成果として把握（国家試験の合格基準である168点への到達）し、学
生だけでなく、保護者会でも説明した。
※国家試験合格者の平均GPAは前年比97.6％であったが、合格者数は増加（前年度比
108.2％）した。
（精神的健康度調査の実施）
・本学科が実施したUPIに基づく縦断的調査研究（平野ら, 2025）は、医療系学生のメンタル
ヘルスの推移を科学的に分析したものであり、学内の支援体制が経験則ではなく客観的な
データに基づき、適切に運用されていることを証明している。
・理学療法学科教員における精神的健康度調査導入後の学生支援への活用状況に関する
調査結果においても、回答者の60%以上が肯定的であった。
（その他）
・「SBCメディカルグループ理学療法士育成修学資金制度」が創設され、３名が採用された。

理学療法学科
（学務課教務係）

1

理念・目的とポリ
シー

（１）理念・目的とポリ
シー

2

学生の受け入れと
学生支援

（２）学生支援の充実
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（整復医療・トレー
ナー学科）

学生サポート強化策として、アドバイザー制度をより充実させる。 （整復医療・トレーナー学科）
アドバイザー制度では、３年次より就職希望職種によりアドバイザーを選択できるよう
にする。
また、前期、後期にアドバイザーによる個人面談を実施する。
更に、定期試験の成績不良学生への３者面談（学科長、保護者）を実施する。
なお、カリキュラムの最適化（見直し）、臨床実習の強化（見学実習主体から能動的学
修主体実習に）、キャリア支援の充実に取り組むほか、メンタルヘルスケアに留意す
る。

1.アドバイザー制度の改正により、個別最適化された指導体制を構築した。これまでの一律
的な面談から、学生のニーズに則し、かつ専門分野の知見に基づく個別指導へと転換した。
2.前期における個別面談の実施率は100％に達した。全学生の現状を網羅的に把握するス
クリーニングを完了し、後期における成績不良者への重点指導が実施できた。この体制によ
り成績不良者に対してリソースを集中させる仕組みを構築した。当初予定された３者面談の
代替手段として、4年次の成績不良学生の学費負担者等（希望制）を対象とした面談を実施
し、家庭等とコミュニケーションを高めることで、特にサポートが必要な学生に対する指導の質
向上へとつなげた。
3.2028年度のカリキュラム改定に向け、学科内から選抜した教員によるワーキンググループを
設置し、組織的な検討を開始した。
4.外部連携を活用した、将来の進路を俯瞰させる機会を提供した。

整復医療・トレー
ナー学科

（学務課教務係）

（看護学科）

アドバイザー制度をより充実させ、学習支援体制の整備を行う。 （看護学科）
２０２４年度の学修支援を踏襲し、学修支援体制を整え、発展させる。
・アドバイザーは、学生の就学・生活・進路について適宜確認し、必要に応じて直接
な助言や指導を行う。教員の指導力の充実。
１）履修登録に関わる支援
　・履修及び履修登録の指導を行い、適切に科目履修できるよう支援する。特に再履
修科目がある場合には、時間割を確認し、ひとりひとりの学習の進め方について確認
し助言する。
２）個別面談
　・担当する学生については学修の進め方や学習への取り組みの様子、実際の学修
状況（自己学習・授業態度）、大学生活について確認する。
　・前年度・全学期の成績を参考に助言を行う。
３）成績不振、多欠時
　・学修成果が十分あがらない時、欠席を繰り返す学生に対しては、必要に応じて面
談を行う。
４）他教員及び学科全体との連携
５）進路・就職等に関する相談
　・国家試験対策を低学年から導入し、看護師国家試験100％合格を目指す。
６）保護者面談
　・保護者会開催時に、必要に応じて保護者と面談を行う。
７）増加が予想される合理的配慮を求める学生をはじめ、障害のある学生への支援環
境を充実させる。

　現行の学修支援体制を基盤とし、学生一人ひとりの学修・生活状況に応じた体制を継続
し、発展させた。アドバイザーを中心として、学生の修学・生活・進路に係る状況を把握し、必
要に応じて個別面談や助言・指導を行った。教員間及び学科全体で情報共有を図り、組織
的な学修支援の充実に努めた。しかしながら、後述のとおり、看護師国家試験合格率（新卒）
が全国平均を下回り、原因分析による対策を樹立し、取組を強化していく。
１）履修登録に関わる支援
・学生が適切に科目履修できるよう、履修指導及び履修登録支援を行った。特に再履修科
目がある学生については、時間割や学修負担を確認しながら、個々の状況に応じた履修計
画について助言を行った。
２）個別面談
・担当学生から、学修の進め方、授業への取組状況、自己学習の状況、授業態度、大学生
活全般について、定期的に確認した。
・前年度及び各学期の成績を踏まえ、必要に応じて学修方法や生活面について助言を行っ
た。
３）成績不振者・多欠席学生への支援
・学修成果が十分に得られていない学生や欠席を繰り返す学生に対しては、早期に状況を
把握し、必要に応じて面談を実施した。
・学修上及び生活上の課題を確認し、継続的な支援につなげた。
４）教員間及び学科全体との連携
・学生支援に関する情報共有を教員間で適切に行い、必要に応じて学科全体で連携しなが
ら支援を実施した。
・学生の状況に応じて関係部署とも連携し、組織的支援の拡充を図った。
５）進路・就職等に関する支援
・学生の進路選択や就職活動に関する相談に対応した。
・国家試験対策については、低学年から継続的に実施し、基礎学力の定着と国家試験合格
率の向上を目指した。
６）保護者との連携
・保護者会等の機会を活用し、必要に応じて保護者面談を実施した。
・学生の学修状況や生活状況を共有し、家庭と連携した支援を行った。
７）合理的配慮を必要とする学生への支援
・合理的配慮を必要とする学生や障害のある学生に対し、関係部署と連携しながら適切な支
援を行った。
・多様な学生が安心して学修に取り組める環境整備と支援体制の充実に努めた。

看護学科
（学務課教務係）

2 22 学生相談機能

充実すべき学生相談機能の整理と他大学の取り組みを情報収
集し、次期中期計画での実施に向けた年次計画・規程類を検討
する。

学生相談機能の充実に向けた年次計画を検討し、学生相談機能の充実を反映させ
た規程類の検討を行う。

　学生相談機能の充実について、次期中期計画策定において検討し、年次計画を作成し
た。
　学生生活実態調査から、学生相談室の認知度アップが継続課題であったため、過年度か
ら広報誌「相談室たより」や季刊チラシを発行し、学生相談室の周知を続けた。学生相談室
に対し「敷居が高い」と感じている学生がいることから、気軽に学生相談室を訪問してもらう取
組として、自己理解を促す心理検査を導入した。教職員に対しても学生相談室の案内会を
開催し、カウンセラーから学生相談室の紹介と利用に係る説明を行い、周知を図った。2025
年度学生相談室の利用件数は、新規受付22件・前年度比＋4件、コンサルテーション61件・
前年度比＋19件と増加した。また、カウンセラーから、積極的に休学者や相談室の利用が途
切れている学生に対してフォローのメールを発信し、気軽な利用を促したこともあり、延べ面
接回数も75件・前年度比＋30回となった。

学生委員会
（学務課学生係）

（３）学修環境の整備

2 31 図書館の機能

デジタルライブラリー機能によって、資料の活用の利便性を高
め、学生、教員の学習、教育、研究の質の向上に寄与する。

・電子図書の所蔵数を増やす。
・ジャーナル全体における電子ジャーナルの比率を増やしていく。
・電子ジャーナルの利用数を増やしていく。
・データベースの活用法の指導の充実を図る。
・電子資料が有効に活用できるようデジタルリテラシー教育の推進に努め、電子資料
の活用の仕方を広報、指導する機会を多く設ける。
・デジタル化、データベース化できる資料の検討を行う。

・来館者数は、75,665名となり、前年度比＋10.6％となった。
・予算の関係で、電子図書は前年度同様(38冊）、電子ジャーナル比率は購読中止とした雑
誌があったことから、前年度1.4％から1.0％へ減少した。
・データベースの利用数は13,036件で、前年度に比べ7,238件減少（前年度比64％）した。要
因として、教員及び学生の利用が、従来のデータベースからオープンアクセスに移行した可
能性が考えられるが、利用されるデータベースは年度により変動があり、、利用数も増減を繰
り返している。（2022年度18,551件、2023年度15,089件、2024年度20,274件）
・データベースの活用法及びデジタルリテラシー教育について以下の取組を実施した。
1.初年次教育を３回実施し、新入生に電子資料の活用法や利用方法を指導した。
2.広報媒体を利用し周知した。（図書館報を年3回発行、館内掲示は年間を通じて実施）
3.図書館セミナーを実施した。（第１回を2026年3月に実施。毎月実施予定）
　初年次教育及び図書館報・館内掲示においては、前年度以上の取組ができ、図書館セミ
ナー（1回）の実施は、データベース活用法やデジタルリテラシー教育を周知する機会となっ
た。

図書委員会
（学務課図書館）

2 32
学生サービス（厚生施
設）

学内の厚生活動・環境の現状を点検し、優先順位の高いスペー
スの改修・拡充を行う。

学内の厚生活動・環境の現状の点検結果を基に、改修・拡充計画を策定する。 　卒業時アンケート等から寄せられた学生からの意見を関係各所に伝え、改善へ向けた検討
を促した。検討結果は、ポータルサイトへ掲載し、学生へ公開した。

学生委員会
（総務課施設係、学

務課学生係）
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3 11 専門教育

（医学教育センター）

①　3学科における各専門科目を着実に身に付けるため、基礎・臨床医学科目の学
習到達状況の把握と講義内容や構成の見直しを各学科・委員会・事務局と連携して
行う。
②　全ての専門教育の基盤となる基礎・臨床医学科目の確実な習得のための学習支
援の強化をおこなう。

①初年次教育において、入学前課題の内容をアンケート結果をもとに再検討し、より効果的
な内容へと改善した。「人間関係実践演習Ⅰ（初年次教育）」では講義内で到達度確認を行
い、各学科と結果を共有した学修レベルの把握を行った。また、基礎・臨床医学科目につい
ての授業評価アンケート結果をもとに、授業内容や教授方法の見直しを実施した。しかしな
がら、各科目や学生個々の学修到達状況（目標達成度）の基礎・臨床医学系全教員での共
有や、学科と連携した学修支援が十分とは言えず、その構築が課題となっている。
②基礎・臨床医学科目の修得に困難を抱える学生に対し、医学教育センターの有志教員に
よる補講など学修支援を行ってきたが、受講学生は極めて少なく、対象の学生が退学や休
学に追い込まれる事態が顕著となってきた。この活動を正規の教育プログラムに組み込み、
一定の強制力の下、対象学生を参加させ、学修習慣の維持と基礎学力の強化を図る「学修
支援センター（仮）」構想を検討した。当機能は、2026年度に基礎教育センター（旧医学教育
センター）の有志教員により試行運用し、各学科の協力を得ながら要支援学生の参加を促
し、対象学生に必要な支援内容などデータを収集し、2027年度以降の本格稼働を目指す計
画としている。

医学教育センター
（学務課教務係）

（理学療法学科）

AP・CP・DPでの学習成果の見える化、身に付いたかどうかを明
らかにすることで具体的な改善策を講じる。

AP・CP・DPに掲げた能力・態度が身に付いているか、前年度のアンケート結果をもと
にカリキュラムの構成の見直しをおこなう。

　ディプロマ・ポリシー到達度の可視化のため、入学後、各年度初め（1～4年）及び卒業時（4
年）にアンケート調査を実施している。自己省察する機会を提供し、ディプロマ・ポリシー到達
への意識化と行動変化を促している。取組は、本学の学術集会で発表し、大学紀要への投
稿により公表している。当該調査については、検証を行うとともに、工夫や改善点を検討して
いる。
　2025年度4月のアンケート回答率は、2023年度は、2年生24.5％（23/94人）、3年生23.1％
（24/104人）、4年生（年度初め)27.6％（24/87人）、2025年度は、2年生97.8％（89/91人）、3
年生35.8％（29/81人）、4年生（年度初め）98.7％（76/77人）、2024年度は、4年生（卒業時）
57.3％（47/82人）であった。
　2025年度にディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシ―、アドミッション・ポリシーの点検を行
い、2026年度からの一部改正を実施した。2026年度は、到達度アンケート調査の再編を予
定している。学修成果の可視化のための調査及び分析の結果（レーダーチャート化に工夫）
は、学修支援システムにおいて学生へ公開することで、フィードバックの機会を設け、学生教
育に活かしている。
　また、2026年度入学生から、段階的な教育効果の確保と教育の質保証のため、進級制度
を導入し、２年次から３年次へ進級する際に要件を設けた。

理学療法学科
（学務課教務係）

（整復医療・トレー
ナー学科）

適正なカリキュラムが実施されているかの再検討を行う。

学生の興味関心を喚起し学習効率を最大化するため、日程や
実習場所の最適化、多角的な評価方法の導入を通じて、講義と
実習のバランスを戦略的に改善する。

２０２４年のカリキュラム見直しの着実な実施。

全体のカリキャラムの適正な実施とさらなる改善。

２０２４年度の実施結果を踏まえた実習プログラムの調整。

　専門教育について、次の取組を通じて計画を遂行し、目標を達成した。
1.学科内にカリキュラム検討ワーキンググループを新たに設置し、教育の質保証に向けた組
織的なモニタリング体制を構築した。
2.学生の教育負担軽減を最優先事項とし、長期休暇期間を活用した臨床実習日程へと再編
し、学修密度の適正化と学修環境の保護を両立させた。
　
　アスレティックトレーナー（AT）資格のカリキュラム改訂に即応し、実習場所の再選定及び実
習内容の抜本的な見直しを完遂した。
　３つのポリシーの点検を行い、2026年度からのディプロマ・ポリシーの一部改正を行った。
　2026年度入学生から、段階的な教育効果の確保と教育の質保証のため、進級制度を導入
し、３年次から４年次へ進級する際に要件を設けた。

整復医療・トレー
ナー学科

（学務課教務係）

（看護学科）

適正なカリキュラムが実施されているかの再検討を行う。

2026年度に改正される看護学教育モデル・コア・カリキュラムを
踏まえて教育課程の見直しをする。

基本的には２０２４年度を踏襲し、教育課程を発展させる。
DP・CPと各科目のシラバス内容との整合性について再検討する。
シミュレーショントレーニングを更に推進する。
地域包括ケアシステムの実現のため、多職種連携科目(3学科共同）を導入する。
看護の実践力能力の評価をするためOSCE（客観的臨床能力試験）を実施する。
2026年度に改正される看護学教育モデル・コア・カリキュラムの検討を行う。
教員の専門性の一層の向上を図る。

①AP・CP・DPに対する学生の理解を深めるため、各学年のガイダンスにおいて学生便覧を
活用し、教育理念や各ポリシーについて具体的な説明を実施した。 また、看護師教育課程
のDPについては、内容の重複を整理した上で、4年次終了時にアンケート調査を実施した。
その結果、専門的知識や共感性・尊厳性に関する項目において高い理解が得られているこ
とが確認された。
②全看護専門領域における授業・演習では、最新のシミュレーターを活用し、臨床場面を想
定した教育を実施することで、看護実践能力の強化を図った。
③地域包括ケアシステムの実現に向けて、「人間関係実践演習Ⅲ」において、理学療法学
科、整復医療・トレーナー学科合同による講義・グループワークを実施した。これにより、他職
種への理解を深めるとともに、多職種連携・協働の重要性について学ぶ機会となった。
④看護実践能力を客観的に評価するため、OSCE（客観的臨床能力試験）を実施した。全教
員が評価及び指導に参画し、講義・演習内容との連動を図りながら、看護技術やコミュニ
ケーション能力、臨床判断能力等の評価を行った。
⑤2026年度改正予定の看護学教育モデル・コア・カリキュラムに関する共通理解を深めるた
め、全教員で日本看護系大学協議会主催の講演を視聴した。また、新カリキュラム構築に向
け、現行授業科目の単位数・時間数の見直し、指定規則との対比表の作成、DP・CP・APと各
科目との関連性の整理、授業概要及びシラバスとDPとの整合性の確認を行った。更に、カリ
キュラムツリー・カリキュラムマップの作成、2027年度入学生に向けた実習計画及び指導体制
の検討、学生負担の軽減に関する検討を実施した。保健師教育課程においては、DP、カリ
キュラムマップ、カリキュラムツリーを新たに作成した。
⑥３つのポリシーの点検を行い、学部の３つのポリシーとの整合性を明確化する観点などか
ら、2026年度からの改正を実施した。
⑦先修条件についても、2024年度から導入した進級要件との相互性とを踏まえて、再度検討
を行った。

看護学科
（学務課教務係）

3
教育課程 （１）専門教育
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3 12 教授方法

授業評価アンケートの項目、内容を見直し、学生が自ら積極的
に授業参加できるような授業評価につなげる。

新授業評価アンケートを使用し、授業方法の問題点を抽出する。改善方法を検討す
る。

　授業評価アンケート調査は、前期・後期の2回実施している。これまでの内容を整理し、
2025年度から「学生向けアンケート」と「教員向けアンケート」に分け行った。授業内容と方法
は、学生と教員の回答を比較できるよう同じ質問とし、「教員向けアンケート」は、教員のリフレ
クションペーパー作成に活用するようにした。また、学生のアンケートの自由記載は、建設的
な意見を導くため文言を変更し、その結果は授業改善委員会で審議し、公開するようにし
た。調査結果はとりまとめ、HPにて学外へ公表している。
　公開授業については、前期・後期1回ずつ（年2回）実施しており、前年度評価の高かった
科目を対象としている。

授業改善委員会
（総務課総務係）

3 13
学修成果の把握・評
価（アセスメント・ポリ
シー）

アセスメント・ポリシーに関する情報を収集し、教育内容・方法及
び学修指導の改善につなげうる、学修成果の把握・評価につい
て研究する。

アセスメント・ポリシーによる学修成果の把握・評価結果を、教育内容・方法及び学修
指導などの改善にフィードバックするため、アセスメント・ポリシーと既存の３ポリシーと
の連関を検討する。

　３つのポリシーに基づき大学レベル、課程（学科）レベル、科目レベルの各段階で行う学修
成果の把握・評価方法につき、本学の現状（各学科の取組）を把握し、他大学の事例も参考
に、評価指標の追加や内容の見直しを図るアセスメント・プラン改正案を決定した。
　また、評価指標及び評価方法として基幹となる学修ポートフォリオについて、制度設計と運
用のためのシステム導入を決定した。

企画会議
教務委員会

自己点検・評価委員
会

（総務課総務係）
（学務課教務係）

（自己点検・評価室）

3 21 キャリア支援 （全学）
　就職支援室にキャリアコンサルタント有資格者を配置し、履歴書や小論文の添削、面接練
習等を行った。学科の就職ガイダンスでは、それぞれでオリジナル資料を作成し、マナーや
履歴書の作成方法などを指導した。

（学務課）

（理学療法学科）

実習施設数の拡大、就職活動の支援体制の充実。 大学附属クリニック以外の実習施設の確保拡大を図る（クリニック以外の急性期・回復
期・維持期における施設の拡大により学生の選択肢を増やす）。
教員の実務時間（臨床）の確保、講義でのOBの参加を図る。
就職説明会での施設と学生との交流の場を設ける。
SAでの就職支援を行う。

　実習地の確保については、2023年度の見学実習3施設、評価実習11施設、総合臨床実習
14施設から、2024年度においては総合臨床実習57施設と大幅に増やすことができた。2025
年度は更に総合臨床実習施設が72施設（前年比126.3％）となり、特にクリニック系の施設が
増加した。大学附属クリニックへ就職した学生は6名(前年度比300％)となり、実習を通した交
流の成果となった。就職説明会は毎年度、学内で開催しており、参加施設は2024年度46施
設から2025年度61施設(前年度比132.6％)と増え、学生にとって多くの施設との交流の場と
なった。
　2025年度は、卒業生に関するアンケート調査を実施した。卒業生及び就職先関係者を対
象とし、回答数は28件（卒業生本人16名、所属施設関係者12名）であったが、学外から見た
本学教育の到達度を確認した。調査項目は、ディプロマ・ポリシーに関する到達度や、「本学
卒業生の特徴」、「本学卒業生が、より社会に貢献できる人材となるために、本学の卒前教育
に望むこと」とし、「社会人に向けた資質教育の充実や、医療者としての自覚を持ち合わせる
こと。」など、臨床現場のニーズに即した具体的な提言が得られた。こうして第三者評価によ
る本学科卒業生の特性や課題を客観的に把握した。調査結果は学科内で共有し、次年度
以降の学科運営及び教育課程への改善・向上へ繋げていくこととした。
【就職率】
2024年度77.1％、2025年度100.0％（前年度比＋22.9%p）

理学療法学科
（学務課学生係）

（整復医療・トレー
ナー学科）

取得資格が多岐にわたるため、よりきめ細かい就職支援をアド
バイザーを中心に学科全体で行っていく。

就職ガイダンス（外部から講師を招いて履歴書の書き方、面接の仕方等）を実施す
る。
株式会社The StadiuMとタイアップして合同就職説明会（柔整・鍼灸）への参加を案
内する。
大学で契約しているキャリタスUC及び、図書館就職支援室の積極的周知を行う。
卒業生への協力依頼（勤務先の求人情報を積極的に提供してもらう）を行う。

　キャリア支援については、次の取組を通じて計画を遂行し、目標を達成した。
1.業界特化型のキャリア支援企業と連携し、柔整・鍼灸分野に特化した合同就職説明会へ
の参加を促した。これにより専門職としてのマッチング機会を拡大させるなど、外部リソースを
戦略的に活用した。
2.学内インフラ面では、「キャリタスUC」及び就職支援室の周知を徹底し、学生自らが情報に
アクセスする環境を整備した。
3.卒業生ネットワークへ直接働きかけ、現場実態に即した求人情報の提供協力を仰ぐこと
で、本学科独自の強固なパイプラインを構築した。

　就職ガイダンスでは、就職活動や仕事においてモデルとなる卒業生による講演を実施し
た。
【就職率】
2024年度86.0％、2025年度97.7％（前年度比＋11.7%p）

整復医療・トレー
ナー学科

（学務課学生係）

（看護学科）

就職内定率７0％以上（6月末）、就職内定率90％以上（7月末、
保健師・養護教諭希望・進学希望者除く）を目指して支援する。

概ね全体の学生が３年前期までに自己分析し、自己の適性に
あった就職施設を定めるよう支援する。

卒業時までに自己の適性・希望にあった病院（施設）に就職でき
るよう支援する。

【全学年】　新年度ガイダンスで就職活動概要と学年スケジュールを説明する。
【通年業務】
　①募集病院の来訪対応及び情報収集をする。
　②学生へ情報提供、キャリア支援室の活用推進を行う。
【4年】
　①就職内定一覧表作成と登録方法、就活スケジュール説明。（4月）
　②アドバイザー教員個別指導をする（就活推進、面接対策、志望書添削等）。（4～
6月）
　③保健師就職・ 助産科進学の個別指導をする。
　④卒業前　就職内定一覧作成する。
　⑤4年アドバイザー教員　国試不合格者の内定病院報告等対応する。
【3年】
　①改訂版就活ガイド配布（新年度ガイダンス）。（4月）
　②就活ガイダンス（インターンシップ参加の推進、面接対策）を実施する。　（5・6月）
【2年】
　①就活ガイダンス（自己分析と自己の適性について、病院について知ろう、就活ス
ケジュール）。（6～8月）
【1年・2年・3年】
　就職合同説明会（病院等30施設以上の参加）＆就職ガイダンス（面接対策，自己分
析と適性について） 学務課と協賛企画運営する。当日運営教員協力する。（2月）

　概ねスケジュールに沿って実施した。
【通年業務】
・募集病院の来訪対応及び情報収集を行った。
・訪問病院施設は23施設、うち新規の施設は3件であった。
【4年生】
・アドバイザーが、担当する学生の就活状況を確認し、活動が滞っている学生に対しては、
個別面談を行い助言や指導を行った。
【3年生】
・就職活動に対する理解と行動が伴わない学生も多いため、大規模な就職説明会へ参加
し、同学年学生の就職活動や就職先選びの動向を理解し、行動へ繋げるよう促した。約40
名の学生が東京、千葉の会場へ参加した。
【2年生】
・学内における就職ガイダンスへ参加した。
【就職合同説明会】
・病院等31施設が参加した。
・就職ガイダンス（面接対策，自己分析と適性について） を実施した。
・同日、都内コンベンション施設で大規模就職説明会が開催されたこともあり、参加者は58名
（1年生19名、2年生20名、3年生19名）と昨年度より大幅に減少した。

【就職率】
2024年度94.8％、2025年度98.5％（前年度比＋3.7%p）

看護学科
（学務課学生係）

3 31
資格取得・国家試験
対策

（２）キャリア教育・支
援

（３）資格取得・国家
試験対策
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（医学教育センター）

①　国家試験問題のうち医学教育センターが扱う基礎・臨床医学科目の領域で、国
家試験科目の見直しを各学科・事務局と連携して新規におこない、資格取得・国家
試験合格率100％達成に協力する。
②　各学科のアドバイザーと連携し、１年次からの学習支援を充実させる。

　医学教育センターの有志教員による国家試験対策ゼミナールを、基礎・臨床医学科目の
領域で行い、資格取得・国家試験合格率100％達成に向けた学科の取組に協力してきた。し
かしながら、限定的・属人的な活動に依存したものであり、大学として課題解決に至るには限
界があった。そのため、こうした取組を正規の教育プログラムへ組み込み、組織的・計画的な
対応を図るための学修支援施策を検討した。当施策の主体となる「学修支援センター（仮）」
の2027年度での本格稼働を目指し、2026年度において一部取組の試行を含めたセンター
設置の準備を行い、国家試験対策科目の見直しや、１年次からの学修支援と併せた取組
を、成果の検証を行いながら推進する。

医学教育センター
（学務課教務係）

（理学療法学科）

合格率100％を目指すと共に合格者数を増加させる。 各専門教科での本試験の30％を国家試験問題（類問）とするとともに、各学年で履修
された分野での国家試験問題を学期末に実施（業者模擬試験の導入）することによ
り、国家試験問題における学生の意識を強化する。
これまで実施している①4年次模擬試験10回、フィードバック、保護者送付、ゼミでの
対策、②分野別国家試験週一の到達度課題、③成績不良者への補習を行う。また、
④国家試験問題の傾向と対策データ管理、⑤理学療法特講Ⅱでの本・再試験の作
成を行う。これら①～⑤においては前年度の結果を振り返り改善のための工夫策を
講じる。

理学療法士国家試験結果（新卒）
合格者数66名（前年度比＋5名）・合格率98.5％（前年度比＋0.1%p。※全国平均94.9％）
　本試験の30％を国家試験問題とすることに関しては、前年度同様に実施した。
　これまでの４つの取組を継続し、特に過去5年の国家試験出題頻度表を配布し説明を行っ
たとともに、特講Ⅱ本試験問題を、その頻度表に従い作成した。また、成績不良者において
は、特講Ⅱ講義終了後に再度到達度課題を実施し、基礎学力の補充を徹底した。理学療法
特講Ⅱは、2025年度では75名が履修し66名合格。年間10回の模擬試験では、合格者と不
合格者との平均点数の差が小さくなった。

理学療法学科
（学務課教務係）

（整復医療・トレー
ナー学科）

１年次から基礎医学教科（解剖学、生理学）の成績不良者対策
を実施して、合格率100％を目指す。

学内模擬試験（年５回）及び、補講（９月～翌年２月まで）を実施する。
学科全体及びアドバイザーによる国家試験対策への取り組み方をアドバイスする。
また、成績不良者への個人面談、３者面談の実施及び４年生保護者会の早期（今年
度5/26）実施する。

柔道整復師国家試験結果（新卒）
合格者数50名（前年度比＋22名）・合格率98.0％（前年度比＋22.3%p。※全国平均90.3％）

　計画された組織的かつ段階的な取組の結果、国家試験合格率が、前年度比で約20％上
昇するという顕著な成果を収めた。具体的な取組は次のとおり。
1.新たに国家試験対策に関する学科内委員会を設置し、年5回の学内模擬試験の定期的実
施と、9月から翌年2月まで継続する集中補講を軸に、学力定着の徹底を図った。
2.アドバイザーによるきめ細かな個別指導体制を構築し、特に成績不良者に対しては、学費
負担者面談を9月末に実施し、学内・家庭双方向からの多層的な支援を行った。他学年につ
いても、5月末に学費負担者への面談を実施し、早期の危機意識共有と連携強化を図った。

整復医療・トレー
ナー学科

（学務課教務係）

（看護学科）

1年次からの学習習慣づけと成績不良者に対する学習習慣づけ
のための支援を実施し、看護師国家試験100％合格を目指す。

低学年の定期試験・模擬試験での成績不良者の洗い出しと個別指導・３者面談を実
施する。
4年次において、①模擬試験(8回実施予定)を受験し、学生に自身の学習レベルと合
格可能性を認識させる。②各領域の補講が総合試験と国家試験の対策になっている
ことを学生に理解させ受講を促す。③模擬試験ごとに全国偏差値50未満者及び必修
問題の得点が37点以下の者は特訓講座対象として特訓講座を実施する。保護者会
で保護者への学習支援を依頼する。

看護師国家試験結果（新卒）
合格者数65名（前年度比▲25名）・合格率92.9％（前年度比▲6.0%p。※全国平均94.1％）

　低学年の定期試験・模擬試験での成績不良者の洗い出しと個別指導・３者面談を実施し
た。
　4年次の学生に対し、次の取組を行った。
①模擬試験(8回実施)を受験し、学生に自身の学修レベルと合格可能性を認識させた。
②各領域の補講が、総合試験と国家試験の対策になっていることを学生に理解させ、受講を
促した。
③模擬試験ごとに全国偏差値50未満者及び必修問題の得点が37点以下の者は特訓講座
対象として特訓講座を実施した。
　
　また、保護者会では、保護者への学習支援を依頼した。

看護学科
（学務課教務係）

3 32 選択資格
選択資格課程の現状を点検し、課題が抽出され、あり方の検討
を行う。

選択資格課程の現状の点検、課題の抽出をふまえ、あり方検討を行う。

○日本スポーツ協会公認アスレティックトレーナー（以下ATという）
　2025年4月からAT専任教員を補充し、AT養成課程の充実を図ってきた。本学科からのAT
受験は2025年度が初年度であり、4年次の対象者は8名であったが、成績を踏まえ対象者と
面談を行った結果、6名が受験した。合格者数3人、合格率50.0％であった。資格試験対策
及び補習は、授業外で実施している。今後とも合格者数増と合格率100％を目指し、学生へ
の情報提供やフォローアップなどで事務局担当課と連携を図りながら、資格取得へ向けた取
組を継続していく。

理学療法学科
（学務課教務係）

≪整復医療・トレーナー学科≫
①日本スポーツ協会公認アスレティックトレーナー
　2024年度入学生より、新カリキュラムへの移行を開始した。現在は、旧カリキュラムと新カリ
キュラムが並行して運用されており、両カリキュラムの併存期間は2026年度までの3年間を予
定している。2025年度は計画通り順調に移行。AT教員による補講も充実した内容になって
いる。2025年度は32人受験し、合格者17人・合格率53.1％（前年度比＋9.3p）であった。引き
続き教育内容の充実と指導体制の強化を図る。

②CSCS（認定ストレングス＆コンディショニングスペシャリスト）
　2025年度の受験者数は32名、合格者は27名、合格率84.4％と、全国大学の中でNo１であ
り、４年連続でトップ合格者を輩出している。

③健康運動指導士
　2025年度は、受験者数30名、合格者29名、合格率96.7％。2026年3月に開催された「健康
運動指導士養成大学連絡協議会」の中で、公益財団法人健康・体力づくり事業財団から受
験者数及び合格率が大学No1である旨が発表された。

整復医療・トレー
ナー学科

（学務課教務係）

（３）資格取得・国家
試験対策
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④保健体育教諭
　2025年度は、15名が教員名免許を取得した。1名が現役合格で教員に、1名が非常勤講師
として2026年4月より勤務している。また、卒業生6名が、2025年度採用試験に合格した。引き
続き「教職課程委員会」と連携して教員希望者の採用試験補講の充実を図っていく。

　今後とも合格者数増と合格率100％を目指し、学生への情報提供やフォローアップなどで
事務局担当課と連携を図りながら、資格取得へ向けた取組を継続していく。

①保健師課程
　2025年度の在籍は、4年生17名・3年生21名。国家試験対策として、3年次は、夏休みの課
題として過去の国試問題試験1回、業者模試1回を実施した。
　4年次は、過去国試問題を使用した模擬試験（学内教員作成）2回、学外業者模試5回を実
施し、自己採点と誤答であった問題の解き直しノートの作成、出題分野ごとに編集した過去
問題集の配布など個別指導を実施した。
　成績低迷者（合格ラインを下回る学生）については、個別面談を行い、学習方法の指導を
した。
※保健師国家試験結果（新卒）
　合格者数12名（前年度比▲8名）・合格率75.0％（前年度比▲25.0%p。※全国平均89.9％）

②養護教諭
　1年生13名、2年生10名、3年生10名、4年生8名、過年度生1名の計42名。2年次に浦安市
の小中学校で教職インターンシップを行い教員としての意識を持たせ、3年次より教員採用
試験対策を行っている。2024年度の3年生は3年次チャレンジ受験で6名が合格したが、2025
年度での4年次の2次選考では全員不合格であった。2025年度の3年次チャレンジ受験では
1名が合格した。卒業生に対しても、学修状況や生活状況を早期に把握できるよう、アドバイ
ザー教員を中心とした情報共有体制を更に強化する。また、関係部署及び保護者との連携
を強化し、組織的かつ継続的な学生支援体制の充実を図る。
　既卒者へは採用試験のフォローを行っており、1名が東京都教員採用試験に合格し、１名
が国立大学附属の中高等学校の採用試験に合格することができた。

　今後とも合格者数増と合格率100％を目指し、学生への情報提供やフォローアップなどで
事務局担当課と連携を図りながら、資格取得へ向けた取組を継続していく。

教職課程の現状を点検し、課題が抽出され、あり方の検討を行
う。

教職課程の現状の点検、課題の抽出をふまえ、あり方検討を行う。 　教職課程を履修する学生にとって、学科課程（柔道整復師、看護師国家資格取得）と教職
課程（保健体育教諭、養護教諭免許取得）の両立が、クリアすべき課題となる。そのため、
「教職科目・教育実習履修ガイドライン」を改訂し、課程履修の資格要件を厳格にし、成績な
どから両立が難しい学生へは、教職課程履修を認めないとする見直しを行った。また、学生
に対しては、柔道整復師、看護師資格を必ず取得するよう目標を立てさせるなど、本科での
資格取得が疎かにならないよう留意し、教育を行った。
　教育実習や介護体験等の学外実習を円滑に実施するため、教員と事務職員間の情報共
有体制を構築し、学生へのフォローアップを実施した。また、部活動指導や少年院見学等の
学外活動の機会を提供できるよう調整し、教職を志す学生にとって実践的な学びの充実を
図った。

教養部
教職課程委員会
（学務課教務係）

教育研究実施組織 （１）教育研究組織

4 11 教育研究組織

本学の理念・教育目的の実現に適した基幹教員制度を検討す
る。

指定規則における教員に関する規定の動向を注視する。 　2025年度事業計画のとおり、現在のところ指定規則における教員に関する規定の動向を、
注意深く見守っている。

企画会議
（総務課総務係、人

事係）

（２）教職員の研修

4 21 FD

FD研修への常勤教職員参加率100％を目指す 引き続き、Eラーニングにより、多くの教職員が受けやすい環境とする。 　e-ラーニングにより、FD研修を実施した。内容については、教員任意の題目を1件とした
（受講率97.4％、前年度比＋3.9%p）。
　また、次のとおり、対面によるFD研修会を2回実施した。
・「学修・教育成果の可視化-DP達成度を把握するための評価について-」（参加率：69.3％）
・「ポートフォリオの基本-導入による教育・業務の活用方法」（参加率：77.9％）

企画会議
授業改善委員会（総
務課総務係、人事

係）

4 22 SD

SD研修への常勤教職員参加率100％を目指す 引き続き、Eラーニングにより、多くの教職員が受けやすい環境とする。 　e-ラーニングにより、SD研修を実施した。内容については、教員1件、職員2件を課題とし、
任意の題目を受講させた（受講率：97.4％）。
　また、次のとおり題目を指定した研修も、e-ラーニングで実施した。
・ハラスメント研修（受講者：90.3％）
・情報セキュリティ研修（修了者：93.8％）

企画会議
授業改善委員会（総
務課総務係、人事

係）

看護学科
（学務課教務係）

4

整復医療・トレー
ナー学科

（学務課教務係）
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（３）研究成果の還元

4 31 社会連携

・社会・地域との連携を維持・強化する。
・他機関・団体等との連携協力関係を強化し、協力関係の確認・
強化のための連携協定を締結する（２機関・団体との協定締
結）。
・浦安市立図書館と連携し、電子資料も含めた提携を行い、地
域の文化活動に貢献する。

・社会・地域との連携を維持・強化する。
・連携協定に基づく協力関係を維持・充実する（２機関・団体）。
・引き続き、浦安市立図書館と提携して、地域の人々に、当館の資料の現物貸借、文
献複写、レファレンス等を提供する。
年に数回（高齢者向けのイベントや、子ども向けのイベントの開催時に合わせて）､当
館を地域の人々に開放し、地域との連携強化を図る。

　社会・地域との連携強化を目的として、地域関係機関との協力体制の拡充に取り組んだ。
具体的には、新たに地域スポーツ団体である浦安D-Rocksと連携協定を締結し（2025年11
月15日）、地域のスポーツ振興、地域活性化、教育・人材育成の推進に資する連携関係を構
築した。また、地域住民の健康増進を目的として、公民館や商業施設（イオン新浦安）等の地
域施設と連携し、健康に関する講演会及び健康相談を実施した。これらの取組は、地域住
民及び連携施設から一定の評価を得ており、継続的な実施が期待されている。更に、学園
祭においては、浦安D-Rocksによるラグビー体験イベントを開催し、地域住民の参加も得るな
ど、地域に開かれた大学としての取組を推進した。このほか、小中学校における体の動かし
方講座等、教育機関との連携事業を複数実施した。
　運営面では、地域連携事業に係る予算執行状況の管理、事業全体の把握、新規案件の整
理等を事務局において体系的に整備し、事業運営の円滑化を図った。加えて、他大学及び
地域連携団体（千葉商科大学、浦安まちづくりセンター）への事例見学を行い、先進的な取
組に関する情報収集を行った。

地域連携委員会（総
務課総務係）

経営・管理と財務・
会計

（１）経営の規律

5 11
経営の規律の維持
（ガバナンス）

経営の規律を維持するための仕組み、牽制する役割が機能し、
適切に運営されている。

経営の規律を維持するための仕組み、牽制する役割の現状を点検する。 　経営の規律を維持するための仕組み及び牽制機能について、既存の会議体や意思決定
プロセスに基づき、法人運営が適切な手続により行われている状況を確認した。
　理事会をはじめとする既存のガバナンス関連の枠組みにおいて、法人運営上の重要事項
が審議・報告されており、牽制機能は継続して発揮されている。
　また、内部統制に関する基本的な考え方に基づき、事業計画・事業報告及び情報の公表
を通じて、透明性の確保に配慮した運営を引き続き行っている。

企画会議
管理運営部会

（総務課総務係）

5 12 環境保全への配慮

環境保全に配慮した経営がなされている。 環境保全への配慮の現状を点検し、不十分な点について必要な是正・改善を行う。 　環境保全への配慮を目的として、資源の有効活用及び省エネルギー化に取り組んだ。具
体的には、近隣ホテルとの連携により廃棄予定であったトイレットペーパーの寄贈を受け、学
内において有効活用を図った。また、「ちばSDGsパートナー」としての活動を継続し、環境配
慮に対する組織的な取組を維持した。あわせて、学内施設の環境負荷低減を目的として、階
段等の照明設備についてLED化を実施した。

企画会議
管理運営部会

（総務課総務係）

5 13 人権への配慮

人権に配慮した経営がなされている。 人権への配慮の現状を点検し、不十分な点について必要な是正・改善を行う。 　人権への配慮を重視した経営の推進に向け、次のとおり取組を実施した。
　全学的にハラスメント研修を実施し、教職員の人権意識及びコンプライアンス意識の向上を
図った。また、改正育児・介護休業法に基づき、子の看護休暇及び介護休暇等の制度を整
備・施行した。施設面においては、トイレのサニタリーボックスの改善を行うとともに、学内通路
新設に伴い点字ブロックを設置し、利用者の多様性に配慮した環境整備を行った。

企画会議
管理運営部会

（総務課総務係、人
事係）

（２）適正な管理・運
営

5 21 理事会の機能

改正私立学校法に基づき、寄附行為を変更し、2025年4月以降
は、四半期に１回以上理事会を定期に開き、理事長による業務
報告を行う。

改正私立学校法に基づき、四半期に１回以上理事会を定期に開き、業務執行理事
による業務報告を行う。

　令和７年度の理事会は2025年6月24日に第1回、12月15日に第2回、2026年3月24日に第3
回を開催した。本来9月に開催予定であった定例理事会は、関係者の体調不良や急な事情
により、改めて調整を行ったものの、日程が合わず休止とした。結果として、2024年度の開催
数5回を下回り、四半期に一度の開催を行うことができなかった。
　9月に行う予定であった定例理事会での審議事項は、12月15日開催の第2回理事会に繰り
越して全て審議し、可決された。また、9月の業務報告（主に民事・刑事における前任理事長
との係争結果と裁判の取り下げ）についても、第2回の理事会おいて理事長より包括的に報
告を行った。

企画会議
（総務課総務係）

5 22 評議員会

改正私立学校法に基づき、寄附行為を変更し、評議員を選任
し、適時に評議員会を開催する。

改正私立学校法に基づく改正寄附行為により、評議員を選任し、適時に評議員会を
開催する。

　改正私立学校法に基づく寄附行為の改正に準じて、次のとおり、評議員を選任した。
1.理事と評議員の兼務を廃止し、これまで評議員を兼務していた理事は、今年度より理事の
みの着任とする。
2.寄附行為において新たに定義した1号～3号の有資格者を、評議員として選任する。
3.寄附行為に則って理事会の開催前に評議員会を開催し、その内容を諮問する。
　理事6名が評議員を退任、新たに1名を評議員（2号評議員）に選任し、1号評議員4名、2号
評議員1名、3号評議員2名の7名体制となった。2026年度以降も引き続き評議員の人選を行
い増員する方針である。

企画会議
（総務課総務係）

5 23 会計監査人

改正私立学校法に基づき、会計監査人候補を選定し、評議員
会において選任を得る。

定時評議員会において会計監査人を選任する（改正私学法80条1項）。 　2025年度第1回理事会（6月24日開催）において、監査法人プレンプションを、本法人の会
計監査人として選任した。
　以後第2回、第3回の理事会へも出席し、監事とともに報告書の作成を行っている。2025年
度報告書の完成は、2026年6月を予定しており、2026年度第1回の理事会において、決算報
告とともに報告予定としている。
　その他、前年度同様、事務局総務課経理係と連携し、課題である経営の健全性向上の取
組への助言など支援を受けている。

企画会議
（総務課総務係）

5 24 危機管理

危機管理の現状を点検し課題を抽出し、優先順位の高い課題
から是正・改善を行う。

抽出された危機管理の課題について、優先順位の高い課題の是正・改善を行う。 　2025年3月に制定した「内部統制システム整備の基本方針」に基づき、リスク管理体制の整
備を進める計画としていたが、全学的な体制整備やリスク評価手法の確立には至らなかっ
た。
　基本方針に掲げる「ガバナンス・法令」、「財務・会計」、「人事・労務」、「教育・学生」、「研
究・倫理」、「情報・セキュリティ」、「施設・安全」の各区分について、体系的な整理・完成には
至っておらず、リスク管理は検討途上の段階にある。一方で、2025年度は、危機管理・リスク
管理に関する意識啓発を目的として、法人の全職員を対象にハラスメント研修、情報セキュリ
ティ研修及び個人情報保護に関する研修を実施し、基礎的な事項に対する理解の促進を
図った。

企画会議
（総務課総務係）

5 25 安全への配慮

安全に配慮した経営がなされている。 安全への配慮の現状を点検し、不十分な点について必要な是正・改善を行う。 　情報セキュリティ及び施設安全の観点から、安全への配慮に関する取組を実施した。
　セキュリティ週間を設定し、研修等を通じて教職員の情報セキュリティに関するリテラシー向
上を図った。また、学内敷地内の通路について事故防止の観点から整備を行い、学生談話
スペースには安全確認用ミラーを設置するなど、施設面における安全対策を講じた。

企画会議
（総務課総務係及び

人事係）

5
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5 26 施設・設備の安全性

防災訓練、施設・設備の保守・点検を実施し、安全性を確保す
る。

防災訓練の実施、施設・設備の保守・点検、修繕を実施する。 　防災及び施設・設備の安全確保を目的として、各種訓練及び点検を実施した。
　地震発生を想定した火災及び津波対応の防災訓練を12月に実施したほか、8月にはAED
講習会を実施した。また、6月には浦安市消防講習会、1月には浦安市消防出初式に参加
し、防災意識の向上に努めた。施設・設備に関しては、11月に年次自家用電気工作物点検
を実施し、3月には体育館屋根の防水工事を行った。

企画会議
（総務課施設係）

5 27 ダイバーシティー

学内のダイバシティーの現状を点検し、改善すべき事項を改善
に向け是正する。

学内のダイバシティーの現状を点検し、改善すべき事項を改善に向け是正する。 　ダイバーシティへの配慮として、学生支援及び施設環境の両面から取組を実施した。
　メンタルサポートセンター主導のもと、学生に対して多様性に配慮した支援活動を行った。
また、健康診断時においてLGBTQに配慮した更衣室を設置したほか、学内通路新設に伴い
点字ブロックを整備するなど、多様な利用者が安心して利用できる環境整備を行った。

企画会議
（総務課総務係及び

人事係）

（３）財務と会計

5 31 財務基盤と収支

収支バランスを図るとともに、寄附金による収入確保策について
研究する。

抽出された財政基盤及び収支の課題について、是正・改善策を検討する。
寄付金による収入確保について研究する。

　財務基盤の根本的な見直しに向けたプランを策定する一方で、即効性のある改善策を先
行して着手した。改善策として、①教育・研究の質を維持しつつ管理経費の見直し　②補助
金の確実な獲得　③収益事業の多角化　④定員充足の維持と中途退学者を抑制することで
経常的な減収リスクの最小化　⑤寄附金募集活動の多角化などの検討を行っている。

企画会議
（総務課経理係）

5 32 会計

改正私立学校法に基づく、学校法人会計基準の改正に適切に
対応する。

新会計基準に基づく適正な会計処理を行う。 　新会計基準への移行については、会計監査人の指導のもと、期中より適切な会計処理手
続を整備している。 企画会議

（総務課経理係）

内部質保証と次期
中期計画

（１）内部質保証

6 11
自己点検・評価の組
織・方法

自己点検・評価の組織・方法を見直し、経営体制変更後の実態
に適したものとする。

見直し後の自己点検・評価の組織・方法の定着を図る。 　法人経営体制の変更に伴い刷新した内部質保証システムの下、自己点検・評価委員会を
中心に活動の質・量ともにレベルアップを図った。2025年度は、委員会会議を５回開催し、
2024年度事業実績の評価や自己点検・評価の実施とともに、３つのポリシーの点検、学修成
果の把握・評価などの審議を行い、そのフィードバックにより、組織・方法の定着に努めた。

6 12
自己点検・評価の共
有・反映

自己点検・評価のプロセス・結果を全学的に共有するとともに、
評価結果の反映を徹底させる。

令和6年度分の自己点検評価を実施し、結果の全学的な共有を図る。
令和6年度分の自己点検評価において課題とされた事項の改善等対応を行う。

　次期中期計画の策定にあわせ、2024年度及び2025年度上半期の実績に係る自己点検・
評価を行った。自己点検・評価書の作成並びに学内への周知及び学外への公表は、2026
年6月となったものの、当該活動で把握した成果や課題を踏まえた中期計画（第２期中期計
画）を策定することができた。

6 13
IR（Institutional
Research）

IRの機能の整理と他大学の取り組みを情報収集し、次期中期計
画でのIR機能実施に向けた年次計画・規程類を検討する。

第２期中期計画においてIRの機能の実施に向けた検討を行う。
IR機能の実施に向け規程類を検討する。

　企画会議において、第２期中期計画でのIR活動の方向性を検討し、自己点検・評価委員
会を中心にIR機能を整備し、IR活動を開始することを決定した。 自己点検・評価委員

会
（自己点検・評価室）

6 14
学生の意見等の把
握・分析、結果の反映

学生の意見等を把握するため、ヒアリングを実施、分析し、学生
の意向・要望を確認する。

学生モニターへのヒアリングを実施する。
学生の意見等の把握方法として、適切な方法について、検討する。

　各種調査等から顕在化した課題について、学友会役員を通じて学生の意見を把握し、
2025年度は学内施設の使用マナーについて注意喚起を行った。
　学生の意見や要望の把握と分析による学修支援・生活支援の改善を図るため、2026年度
において、アンケート調査の見直しや新たな調査の設計を行うこととした。

学生委員会
（学務課学生係）

自己点検・評価委員
会

（自己点検・評価室）

6 15
学外関係者の意見等
の把握・分析、結果の
反映

卒業生の就職先（病院・クリニック）へのヒアリングを実施し、大学
に対する意見・要望を把握する。

卒業生の就職先（病院・クリニック）へのヒアリングを実施する。
学外関係者の意見等の把握方法として、適切な方法について、検討する。

■次のとおり、学科主体の取組として実施した。
（理学療法学科）
・就職説明会(7月)で、卒業生や就職先を対象に、ディプロマ・ポリシーの達成度や卒業生の
特徴、卒前教育に係る要望を、アンケート調査により把握した。
（整復医療・トレーナー学科）
・過去3年間に複数の学生が就職した企業・法人を対象に、卒業生の評価（能力・資質等の
修得度）や卒前教育に係る要望につき、郵送調査を実施した。
（看護学科）
・求人関連での面談などで、就職先から卒業生の動向をヒアリングした。
■学外関係者の意見の把握に、全学的に取り組んでいくため、次年度において調査目的や
内容・方法等を整理することを決定した。

学務課学生係
自己点検・評価委員

会
（自己点検・評価室）

6 16 PDCA

自己点検評価結果並びに中期計画及び年度計画の実績の振
り返り、学生及び外部関係者の意見等を活用するための仕組み
を整える。当該仕組みに基づき、大学全体の再点検を行い、逐
次改善する。

自己点検評価結果並びに中期計画及び年度計画の実績の振り返り、学生及び外部
関係者の意見等を活用するための仕組みを整える。当該仕組みに基づき、大学全体
の再点検を行い、逐次改善する。

　自己点検・評価結果並びに第１期中期計画及び年度計画の実績を振り返り、ステークホル
ダーの意見を活用する仕組みを含めたアセスメント・プランの改正案を決定した。

自己点検・評価委員
会（自己点検・評価

室）

（２）次期中期計画

6 21 事業計画と実績報告

年度計画を着実に実施し、実施結果を確認し、実績を報告する
ことにより、PDCAサイクルを日常化する。

2025（R7）年度事業の実績報告を行い、未達成や改善すべき事項を抽出し、是正に
取り組むことにより、PDCAサイクルを日常的に実行する。
2026（R8）年度の事業計画を策定する。

　学校法人の2024年度事業計画の実績として、事業報告をとりまとめHPで公表した（６月）。
成果や課題の把握と計画の達成状況に係る自己評価を行い、大学での自己点検・評価活
動の結果とともに、次期中期計画及び2026年度事業計画の策定において、改善すべき事項
などを反映した。
　2026年度事業計画は、第２期中期計画とともに、2026年３月に策定し、学内周知とともに、
HPに掲載し公表した。

企画会議（総務課総
務係）

6 22 次期中期計画

次期中期計画の策定を計画的に進める。 第２期中期計画（2026（Ｒ8）年度～2032（R14）年度）を策定する。 　　「第１期中期計画の継承と発展」、「社会情勢を踏まえた計画」、「本学を取り巻く環境など
を踏まえた計画」、「本学の教育理念を反映した特色ある事業の展開」などを策定方針とし
て、2026～2032年度を計画期間とした「第２期中期計画」を３月に策定し、公表した。 企画会議（総務課総

務係）

6

自己点検・評価委員
会（自己点検・評価

室）

8


	Ⅳ-(9) 2025年度事業報告（0625加納修正
	★2025(令和7)年度事業報告（計画に係る実績）完成版

